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第 １ 号議案 

   教育長の任命について

 次の者を教育長に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定により議会の同意を

求める。

記

 住  所 白石市

 氏  名 半 沢 芳 典

 生年月日 

  令和３年２月１７日

                    白石市長 山 田 裕 一 
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第 ２ 号議案 

   人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

記 

 住  所 白石市 

 氏  名 日 下 嘉 充 

 生年月日  

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 

-2-



第 ３ 号議案 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとお

り専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

   令和２年度白石市一般会計補正予算（専決第１号） 

    （令和３年１月２９日専決） 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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第 ４ 号議案 

   組織再編に伴う関係条例の整備に関する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   組織再編に伴う関係条例の整備に関する条例 

 （白石市部設置条例の一部改正） 

第１条 白石市部設置条例（平成４年白石市条例第２２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第２条を次のように改める。 

  （部の設置） 

 第２条 市長の権限に属する事務を分掌させるため、次の部を設置する。 

  (１) 総務部 

  (２) 保健福祉部 

  (３) 市民経済部 

  (４) 建設部 

 第３条を次のように改める。 

  （分掌事務） 

 第３条 部の分掌事務は、次のとおりとする。 

  (１) 総務部 

   ア 秘書及び行賞に関する事項 

   イ 広報及び広聴に関する事項 

   ウ 議会に関する事項 

   エ 人事及び給与に関する事項 

   オ 文書に関する事項 

   カ 防災に関する事項 

   キ 地方創生に関する事項 

   ク デジタル化の推進に関する事項 

   ケ 総合的な政策の企画立案及び調整に関する事項 

   コ 予算及び財務に関する事項 

   サ 公有財産に関する事項 

   シ 税等に関する事項 

   ス 他部の主管に属さない事項 

  (２) 保健福祉部 

   ア 福祉に関する事項 
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   イ 保健衛生に関する事項 

   ウ 国民健康保険に関する事項 

   エ 後期高齢者医療保険に関する事項 

   オ 国民年金に関する事項 

   カ 介護保険に関する事項 

   キ その他保健福祉に関する事項 

  (３) 市民経済部 

   ア 商業及び工業に関する事項 

   イ 観光に関する事項 

   ウ 農業、林業及び畜産に関する事項 

   エ 地域振興に関する事項 

   オ 定住促進に関する事項 

   カ 環境衛生に関する事項 

   キ 戸籍及び住民基本台帳に関する事項 

   ク その他市民経済に関する事項 

  (４) 建設部 

   ア 道路及び河川に関する事項 

   イ 住宅、建築及び営繕に関する事項 

   ウ 都市計画に関する事項 

   エ 企業誘致に関する事項 

   オ その他建設に関する事項 

 （白石市総合計画審議会条例の一部改正） 

第２条 白石市総合計画審議会条例（昭和４５年白石市条例第１３号）の一

部を次のように改正する。 

  第９条中「総務部企画情報課」を「総務部企画政策課」に改める。 

 （白石市総合交通輸送問題審議会条例の一部改正） 

第３条 白石市総合交通輸送問題審議会条例（昭和５５年白石市条例第１９

号）の一部を次のように改正する。 

  第７条中「総務部企画情報課」を「市民経済部まちづくり推進課」に改

める。 
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 （白石市地域公共交通会議設置条例の一部改正） 

第４条 白石市地域公共交通会議設置条例（平成３０年白石市条例第２４号

）の一部を次のように改正する。 

第１条並びに第２条第４号及び第５号中「地域公共交通網形成計画」を

「地域公共交通計画」に改める。 

  第３条第２項第６号中「宮城県震災復興・企画部長」を「宮城県企画部

長」に改める。

  第８条中「総務部企画情報課」を「市民経済部まちづくり推進課」に改

める。 

 （白石市環境基本条例の一部改正） 

第５条 白石市環境基本条例（平成７年白石市条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

  第２７条中「市民経済部生活環境課」を「市民経済部市民生活課」に改

める。 

 （白石市都市計画審議会条例の一部改正） 

第６条 白石市都市計画審議会条例（昭和４５年白石市条例第７号）の一部

を次のように改正する。 

  第２条中「都市計画」の次に「及び景観形成」を加える。 

 （白石市都市計画審議会条例の一部改正） 

第７条 白石市都市計画審議会条例の一部を次のように改正する。 

  第７条中「建設部都市整備課」を「建設部都市創造課」に改める。 

 （白石市農村地域産業導入促進審議会条例の一部改正） 

第８条 白石市農村地域産業導入促進審議会条例（昭和４９年白石市条例第

２６号）の一部を次のように改正する。 

  第７条中「市民経済部企業立地定住促進課」を「建設部都市創造課」に

改める。 

 （あしたば白石条例の一部改正） 

第９条 あしたば白石条例（平成２２年白石市条例第２０号）の一部を次の

ように改正する。 

  第３条ただし書、第４条ただし書、第５条及び第６条第４号中「市長」

-7-



を「教育委員会」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第６条の規定は、

令和３年７月１日から施行する。 
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第 ５ 号議案 

   白石市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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第 ６ 号議案 

   白石市道路占用料条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市道路占用料条例の一部を改正する条例 

 白石市道路占用料条例（昭和４７年白石市条例第１７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第４条第４項中「１００分の１１０を乗じて得た」を「、当該道路を占用

させることにつき課されるべき消費税に相当する額及び当該課されるべき消

費税の額を課税標準として課されるべき地方消費税に相当する額の合計額を

加えた」に改める。 

 別表中「 

占用物件 単位 占用料

（単位 円）

法第３２

条第１項

第１号に

掲げる工

作物

第１種電柱 １本につき１年 ３１０

第２種電柱 ４８０

第３種電柱 ６５０

第１種電話柱 ２８０

第２種電話柱 ４５０

第３種電話柱 ６２０

その他の柱類 ２８

共架電線その他上空

に設ける線類

長さ１メートルに

つき１年 

３

地下に設ける電線そ

の他の線類

２

路上に設ける変圧器 １個につき１年 ２７０

地下に設ける変圧器 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

１７０

変圧塔その他これに

類するもの及び公衆

電話所

１個につき１年 ５６０

郵便差出箱及び信書

便差出箱

 ２４０
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広告塔 表示面積１平方 

メートルにつき 

１年 

７６０

その他のもの 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

５６０

法第３２

条第１項

第２号に

掲げる物

件 

外径が０．０７メー

トル未満のもの

長さ１メートルに

つき１年 

１２

外径が０．０７メー

トル以上０．１メー

トル未満のもの

 １７

外径が０．１メート

ル以上０．１５メー

トル未満のもの

 ２５

 外径が０．１５メー

トル以上０．２メー

トル未満のもの

 ３４

 外径が０．２メート

ル以上０．３メート

ル未満のもの

 ５０

 外径が０．３メート

ル以上０．４メート

ル未満のもの

 ６７

 外径が０．４メート

ル以上０．７メート

ル未満のもの

１２０

 外径が０．７メート

ル以上１メートル未

満のもの

 １７０

 外径が１メートル以  ３４０
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 上のもの

法第３２条第１項第３号及び第４

号に掲げる施設

占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

５６０

法第３２

条第１項

第５号に

掲げる施

設 

地下街及

び地下室

階数が１

のもの

Ａに０．００４

を乗じて得た額 

階数が２

のもの

 Ａに０．００７

を乗じて得た額

階数が３

以上のも

の

 Ａに０．００８

を乗じて得た額

上空に設ける通路  ３８０

地下に設ける通路  ２３０

その他のもの  ５６０

法第３２

条第１項

第６号に

掲げる施

設

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

占用面積１平方メ

ートルにつき１日 

８

その他のもの 占用面積１平方メ

ートルにつき１月 

７６

道路法施

行令（昭

和２７年

政令第４

７９号。

以下「令

」という

。）第７

条第１号

に掲げる

物件

看板（ア

ーチであ

るものを

除く。）

一時的に

設けるも

の

表示面積１平方メ

ートルにつき１月 

７６

その他の

もの

表示面積１平方メ

ートルにつき１年 

７６０

標識 １本につき１年 ４５０

旗ざお 祭礼、縁

日その他

の催しに

１本につき１日 ８
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際し、一

時的に設

けるもの

その他の

もの

１本につき１月 ７６

幕（令第

７条第４

号に掲げ

る工事用

施設であ

るものを

除く。）

祭礼、縁

日その他

の催しに

際し、一

時的に設

けるもの

その面積１平方メ

ートルにつき１日 

８

その他の

もの

その面積１平方メ

ートルにつき１月 

７６

アーチ 車道を横

断するも

の

１基につき１月 ７６０

その他の

もの

３８０

令第７条第２号に掲げる工作物 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

５６０

令第７条第４号に掲げる工事用施

設及び同条第５号に掲げる工事用

材料

占用面積１平方メ

ートルにつき１月 

７６

令第７条第６号に掲げる仮設建築

物及び同条第７号に掲げる施設

５６

 」を「 

占用物件 単位 占用料 

（単位 円） 
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法第３２ 

条第１項 

第１号に 

掲げる工 

作物 

第１種電柱 １本につき１年 ３８０

第２種電柱 ５８０

第３種電柱 ７８０

第１種電話柱 ３４０

第２種電話柱 ５４０

第３種電話柱 ７４０

その他の柱類 ３４

 共架電線その他上空

に設ける線類 

長さ１メートルに

つき１年 

３

 地下に設ける電線そ

の他の線類 

２

 路上に設ける変圧器 １個につき１年 ３３０

 地下に設ける変圧器 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

２００

 変圧塔その他これに

類するもの及び公衆

電話所 

１個につき１年 ６８０

 郵便差出箱及び信書

便差出箱 

２８０

 広告塔 表示面積１平方メ

ートルにつき１年 

６７０

その他のもの 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

６８０

法第３２

条第１項

第２号に

掲げる物

件 

外径が０．０７メー

トル未満のもの 

長さ１メートルに

つき１年 

１４

外径が０．０７メー

トル以上０．１メー

トル未満のもの 

２０

 外径が０．１メート  ３０
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 ル以上０．１５メー  

 トル未満のもの  

 外径が０．１５メー

トル以上０．２メー

トル未満のもの 

 ４１

 外径が０．２メート

ル以上０．３メート

ル未満のもの 

 ６１

外径が０．３メート

ル以上０．４メート

ル未満のもの 

 ８１

 外径が０．４メート

ル以上０．７メート

ル未満のもの 

 １４０

 外径が０．７メート

ル以上１メートル未

満のもの 

 ２００

 外径が１メートル以

上のもの 

 ４１０

法第３２条第１項第３号及び第４

号に掲げる施設 

占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

６８０

法第３２

条第１項 

第５号に

掲げる施 

設 

地下街及

び地下室 

階数が１

のもの 

 Ａに０．００５

を乗じて得た額 

階数が２

のもの 

 Ａに０．００８

を乗じて得た額 

階数が３

以上のも

の 

 Ａに０．０１を

乗じて得た額 

 上空に設ける通路  ３３０
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 地下に設ける通路  ２００

 その他のもの  ６８０

法第３２

条第１項

第６号に

掲げる施

設 

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの 

占用面積１平方メ

ートルにつき１日 

７

その他のもの 占用面積１平方メ

ートルにつき１月 

６７

道路法施

行令（昭

和２７年

政令第４

７９号。

以下「令

」という

。）第７

条第１号

に掲げる

物件 

看板（ア

ーチであ

るものを

除く。） 

一時的に

設けるも

の 

表示面積１平方メ

ートルにつき１月 

６７

その他の

もの 

表示面積１平方メ

ートルにつき１年 

６７０

標識 １本につき１年 ５４０

旗ざお 祭礼、縁

日その他

の催しに

際し、一

時的に設

けるもの 

１本につき１日 ７

その他の

もの 

１本につき１月 ６７

 幕（令第

７条第４

号に掲げ

る工事用

施設であ

るものを

除く。） 

祭礼、縁

日その他

の催しに

際し、一

時的に設

けるもの 

その面積１平方メ

ートルにつき１日 

７

 その他の

もの 

その面積１平方メ

ートルにつき１月 

６７
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 アーチ 車道を横 １基につき１月 ６７０

  断するも

の 

  その他の

もの 

 ３３０

令第７条第２号に掲げる工作物 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

６８０

令第７条第３号に掲げる施設 Ａに０．０３３

を乗じて得た額 

令第７条第４号に掲げる工事用施

設及び同条第５号に掲げる工事用

材料 

占用面積１平方メ

ートルにつき１月 

６７

令第７条第６号に掲げる仮設建築

物及び同条第７号に掲げる施設 

６８

令第７条

第８号に

掲げる施

設 

トンネルの上又は高

架の道路の路面下（

当該路面下の地下を

除く。）に設けるも

の 

占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

Ａに０．０２３

を乗じて得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０２３

を乗じて得た額 

地下（ト

ンネルの

上の地下

を除く。

）に設け

るもの 

階数が１

のもの 

 Ａに０．００５

を乗じて得た額 

階数が２

のもの 

 Ａに０．００８

を乗じて得た額 

階数が３

以上のも

の 

 Ａに０．０１を

乗じて得た額 

その他のもの  Ａに０．０３３

を乗じて得た額 
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令第７条 建築物  Ａに０．０２３ 

第９号に   を乗じて得た額 

掲げる施 その他のもの  Ａに０．０１６ 

設   を乗じて得た額 

令第７条

第１０号

に掲げる

施設及び

自動車駐

車場 

建築物  Ａに０．０２３

を乗じて得た額 

その他のもの  Ａに０．０１６

を乗じて得た額 

令第７条

第１１号

に掲げる

応急仮設

建築物 

トンネルの上又は高

架の道路の路面下に

設けるもの 

 Ａに０．０２３

を乗じて得た額 

上空に設けるもの  Ａに０．０２３

を乗じて得た額 

その他のもの  Ａに０．０３３

を乗じて得た額 

令第７条第１２号に掲げる器具  Ａに０．０３３

を乗じて得た額 

令第７条

第１３号

に掲げる

施設 

トンネルの上又は自

動車専用道路（高架

のものに限る。）の

路面下に設けるもの 

 Ａに０．０２３

を乗じて得た額 

上空に設けるもの  Ａに０．０２３

を乗じて得た額 

その他のもの  Ａに０．０３３

を乗じて得た額 

 」に改める。 

   附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の白石市道路占用料条例の規定は、この条例の施

行の日以後に徴収すべき占用料について適用し、同日前までに徴収すべき

占用料については、なお従前の例による。 
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第 ７ 号議案 

   白石市公共物管理条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市公共物管理条例の一部を改正する条例 

 白石市公共物管理条例（昭和４７年白石市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第５条第２項中「１００分の１１０を乗じて得た」を「、当該金額に課さ

れるべき消費税に相当する額及び当該課されるべき消費税の額を課税標準と

して課されるべき地方消費税に相当する額の合計額を加えた」に改める。 

 別表中「 

形態又は種類 単位 使用料

（単位 円）

柱類 第１種電柱 １本につき１年 ３１０

第２種電柱 ４８０

第３種電柱 ６５０

第１種電話柱 ２８０

第２種電話柱 ４５０

第３種電話柱 ６２０

その他の柱類 ２８

共架電線その他上空に設ける線類 長さ１メートル

につき１年 

３

地下に設ける電線その他の線類 ２

地上に設ける変圧器 １個につき１年 ２７０

地下に設ける変圧器 使用面積１平方

メートルにつき

１年 

１７０

変圧塔その他これに類するもの及び

公衆電話所

１個につき１年 ５６０

郵便差出箱及び信書便差出箱 ２４０

広告塔及び広告板 表示面積１平方

メートルにつき

１年 

７６０

地下 外径が０．０７メートル未満 長さ１メートル １２
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埋設 のもの につき１年 

管類 外径が０．０７メートル以上

０．１メートル未満のもの

 １７

 外径が０．１メートル以上０

．１５メートル未満のもの

 ２５

 外径が０．１５メートル以上

０．２メートル未満のもの

 ３４

 外径が０．２メートル以上０

．３メートル未満のもの

 ５０

外径が０．３メートル以上０

．４メートル未満のもの

 ６７

 外径が０．４メートル以上０

．７メートル未満のもの

 １２０

 外径が０．７メートル以上１

メートル未満のもの

 １７０

 外径が１メートル以上のもの  ３４０

露店又は商品

置場等

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

使用面積１平方

メートルにつき

１日 

８

その他のもの 使用面積１平方

メートルにつき

１月 

７６

看板（アーチ

であるものを

除く。）

一時的に設けるもの 表示面積１平方

メートルにつき

１月 

７６

その他のもの 表示面積１平方

メートルにつき

１年 

７６０

標識 １本につき１年 ４５０
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旗ざお 祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

１本につき１日 ８

その他のもの １本につき１月 ７６

幕（工事用施

設であるもの

を除く。）

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

その面積１平方

メートルにつき

１日 

８

その他のもの その面積１平方

メートルにつき

１月 

７６

アーチ 車道を横断するもの １基につき１月 ７６０

その他のもの ３８０

太陽光発電設備及び風力発電設備 使用面積１平方

メートルにつき

１年 

５６０

工事用板囲、足場、詰所その他の工

事用施設及び材料置場

使用面積１平方

メートルにつき

１月 

１００

通路橋 使用面積１平方

メートルにつき

１年 

１７０

通路 １００

その他の土地使用 土地評価額の

４パーセント 

土砂等の採取 土砂 採取量１立方メ

ートルにつき 

９０

砂 １３０

切込砂利  １５０

砂利（径８センチメ

ートル未満のもの）

 １７０

栗石（径８センチメ

ートル以上１５セン

 １９０
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チメートル未満のも

の）

玉石（径１５センチ

メートル以上６０セ

ンチメートル未満の

もの）

２３０

転石（径６０センチ

メートル以上のもの

）

３７０

 」を「 

形態又は種類 単位 使用料

（単位 円）

柱類 第１種電柱 １本につき１年 ３８０

第２種電柱 ５８０

第３種電柱 ７８０

第１種電話柱 ３４０

第２種電話柱 ５４０

第３種電話柱 ７４０

その他の柱類 ３４

共架電線その他上空に設ける線類 長さ１メートル

につき１年 

３

地下に設ける電線その他の線類 ２

地上に設ける変圧器 １個につき１年 ３３０

地下に設ける変圧器 使用面積１平方

メートルにつき

１年 

２００

変圧塔その他これに類するもの及び

公衆電話所

１個につき１年 ６８０

郵便差出箱及び信書便差出箱 ２８０

広告塔及び広告板 表示面積１平方 ６７０
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メートルにつき

１年 

地下

埋設

管類 

外径が０．０７メートル未満

のもの

長さ１メートル

につき１年 

１４

外径が０．０７メートル以上

０．１メートル未満のもの

２０

 外径が０．１メートル以上０

．１５メートル未満のもの

 ３０

 外径が０．１５メートル以上

０．２メートル未満のもの

 ４１

 外径が０．２メートル以上０

．３メートル未満のもの

 ６１

外径が０．３メートル以上０

．４メートル未満のもの

 ８１

 外径が０．４メートル以上０

．７メートル未満のもの

 １４０

 外径が０．７メートル以上１

メートル未満のもの

 ２００

 外径が１メートル以上のもの  ４１０

露店又は商品

置場等

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

使用面積１平方

メートルにつき

１日 

７

その他のもの 使用面積１平方

メートルにつき

１月 

６７

看板（アーチ

であるものを

除く。）

一時的に設けるもの 表示面積１平方

メートルにつき

１月 

６７

その他のもの 表示面積１平方 ６７０
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メートルにつき

１年 

標識 １本につき１年 ５４０

旗ざお 祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

１本につき１日 ７

その他のもの １本につき１月 ６７

幕（工事用施

設であるもの

を除く。）

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

その面積１平方

メートルにつき

１日 

７

その他のもの その面積１平方

メートルにつき

１月 

６７

アーチ 車道を横断するもの １基につき１月 ６７０

その他のもの ３３０

太陽光発電設備及び風力発電設備 使用面積１平方

メートルにつき

１年 

６８０

工事用板囲、足場、詰所その他の工

事用施設及び材料置場

使用面積１平方

メートルにつき

１月 

６７

通路橋 使用面積１平方

メートルにつき

１年 

１７０

通路 １００

その他の土地使用 土地評価額の

４パーセント 

土砂等の採取 土砂 採取量１立方メ

ートルにつき 

１５０

砂 １７０

切込砂利  １８０

砂利（径８センチメ  ２００
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ートル未満のもの）

栗石（径８センチメ

ートル以上１５セン

チメートル未満のも

の）

 ２００

玉石（径１５センチ

メートル以上６０セ

ンチメートル未満の

もの）

 ２３０

転石（径６０センチ

メートル以上のもの

）

採取数量１個に

つき 

３７０

 」に改め、同表備考７中「１００分の１１０を乗じて得た」を「、当該公

共物を使用させることにつき課されるべき消費税に相当する額及び当該課さ

れるべき消費税の額を課税標準として課されるべき地方消費税に相当する額

の合計額を加えた」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の白石市公共物管理条例の規定は、この条例の施

行の日以後に徴収すべき使用料について適用し、同日前までに徴収すべき

使用料については、なお従前の例による。 
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第 ８ 号議案 

財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の一部を改正する条例 

 財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（昭和３９年白石市条例第２

４号）の一部を次のように改正する。 

 別表中「 

種別 単位 使用料

第１種電柱 １本につき

１年

３１０円

第２種電柱 ４８０円

第３種電柱 ６５０円

第１種電話柱 ２８０円

第２種電話柱 ４５０円

第３種電話柱 ６２０円

その他の柱類 ２８円

共架電線その他上空に設ける線類 長さ１メー

トルにつき

１年 

３円

地下に設ける電線その他の線類 ２円

変圧塔その他これに類するもの及び公衆

電話所

１個につき

１年

５６０円

郵便差出箱及び信書便差出箱 ２４０円

地下埋設

管類（公

共性のあ

るものに

限る。） 

外径が０．０７メートル未満

のもの

長さ１メー

トルにつき

１年 

１２円

外径が０．０７メートル以上

０．１メートル未満のもの

１７円

外径が０．１メートル以上

０．１５メートル未満のもの

 ２５円

 外径が０．１５メートル以上

０．２メートル未満のもの

 ３４円

 外径が０．２メートル以上

０．３メートル未満のもの

 ５０円
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外径が０．３メートル以上

０．４メートル未満のもの

 ６７円

 外径が０．４メートル以上

０．７メートル未満のもの

 １２０円

 外径が０．７メートル以上１

メートル未満のもの

 １７０円

 外径が１メートル以上のもの  ３４０円

 」を「 

種別 単位 使用料

第１種電柱 １本につき

１年

３８０円

第２種電柱 ５８０円

第３種電柱 ７８０円

第１種電話柱 ３４０円

第２種電話柱 ５４０円

第３種電話柱 ７４０円

その他の柱類 ３４円

共架電線その他上空に設ける線類 長さ１メー

トルにつき

１年 

３円

地下に設ける電線その他の線類 ２円

変圧塔その他これに類するもの及び公衆

電話所

１個につき

１年

６８０円

郵便差出箱及び信書便差出箱 ２８０円

地下埋設

管類（公

共性のあ

るものに

限る。） 

外径が０．０７メートル未満

のもの

長さ１メー

トルにつき

１年

１４円

外径が０．０７メートル以上

０．１メートル未満のもの

２０円

外径が０．１メートル以上

０．１５メートル未満のもの

 ３０円
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 外径が０．１５メートル以上

０．２メートル未満のもの

 ４１円

 外径が０．２メートル以上

０．３メートル未満のもの

 ６１円

外径が０．３メートル以上

０．４メートル未満のもの

 ８１円

 外径が０．４メートル以上

０．７メートル未満のもの

 １４０円

 外径が０．７メートル以上１

メートル未満のもの

 ２００円

 外径が１メートル以上のもの  ４１０円

 」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の

規定は、この条例の施行の日以後に徴収すべき使用料について適用し、同

日前までに徴収すべき使用料については、なお従前の例による。 
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第 ９ 号議案 

   白石市材木岩公園等設置条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市材木岩公園等設置条例の一部を改正する条例 

 白石市材木岩公園等設置条例（平成３年白石市条例第１７号）の一部を次

のように改正する。 

 別表第２第１項第２号及び第３号の表を次のように改める。 

 (２) 箇数を単位として使用を認める場合 

区分 単位 金額

第１種電柱 １本につき１年 ３８０円

第２種電柱 ５８０円

第３種電柱 ７８０円

第１種電話柱 ３４０円

第２種電話柱 ５４０円

第３種電話柱 ７４０円

その他の柱類 ３４円

標識 ５４０円

変圧塔その他これに類するもの及び

公衆電話所

１個につき１年 ６８０円

郵便差出箱及び信書便差出箱 ２８０円

 (３) 長さを単位として使用を認める場合 

 区分 単位 金額

地下

埋設

管類 

外径が０．０７メートル未満

のもの

長さ１メートル

につき１年 

１４円

外径が０．０７メートル以上

０．１メートル未満のもの

２０円

 外径が０．１メートル以上

０．１５メートル未満のもの

 ３０円

 外径が０．１５メートル以上

０．２メートル未満のもの

 ４１円

 外径が０．２メートル以上

０．３メートル未満のもの

 ６１円
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外径が０．３メートル以上

０．４メートル未満のもの

 ８１円

 外径が０．４メートル以上

０．７メートル未満のもの

 １４０円

 外径が０．７メートル以上１

メートル未満のもの

 ２００円

 外径が１メートル以上のもの  ４１０円

共架電線その他上空に設ける線類  ３円

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の白石市材木岩公園等設置条例の規定は、この条

例の施行の日以後に徴収すべき使用料について適用し、施行の日前日まで

に徴収すべき使用料については、なお従前の例による。 
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第１０号議案 

   白石市都市公園条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市都市公園条例の一部を改正する条例 

 白石市都市公園条例（昭和４６年白石市条例第６号）の一部を次のように

改正する。 

 別表第２の２の表及び別表第２の３の表を次のように改める。 

 ２ 箇数を単位として利用を認める場合 

区分 単位 金額

第１種電柱 １本につき１年 ３８０円

第２種電柱 ５８０円

第３種電柱 ７８０円

第１種電話柱 ３４０円

第２種電話柱 ５４０円

第３種電話柱 ７４０円

その他の柱類 ３４円

標識 ５４０円

変圧塔その他これに類するもの及び

公衆電話所

１個につき１年 ６８０円

郵便差出箱及び信書便差出箱 ２８０円

 ３ 長さを単位として利用を認める場合 

 区分 単位 金額

地下

埋設

管類 

外径が０．０７メートル未満

のもの

長さ１メートル

につき１年 

１４円

外径が０．０７メートル以上

０．１メートル未満のもの

２０円

 外径が０．１メートル以上

０．１５メートル未満のもの

 ３０円

 外径が０．１５メートル以上

０．２メートル未満のもの

 ４１円

 外径が０．２メートル以上

０．３メートル未満のもの

 ６１円
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外径が０．３メートル以上

０．４メートル未満のもの

 ８１円

 外径が０．４メートル以上

０．７メートル未満のもの

 １４０円

 外径が０．７メートル以上１

メートル未満のもの

 ２００円

 外径が１メートル以上のもの  ４１０円

共架電線その他上空に設ける線類  ３円

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の白石市都市公園条例の規定は、この条例の施行

の日以後に徴収すべき使用料について適用し、施行の日前日までに徴収す

べき使用料については、なお従前の例による。 
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第１１号議案 

   白石市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

 白石市企業立地促進条例（平成１８年白石市条例第２０号）の一部を次の

ように改正する。 

 第３条第２項第２号を次のように改める。 

 (２) 事業開始時の新規常用雇用者（市内に住所を有する者に限る。以下

同じ。）が、次の表に定める人数以上であること。 

事業区分 企業規模 人数 

製造業 中小企業者 ３人

中小企業者以外 ５人

製造業以外 中小企業者 ５人

中小企業者以外 １０人

 附則第２項中「令和３年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改める

。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第３条第２項第２号の規定は、この条例の施行

の日以後に指定企業者として指定する企業者について適用し、同日前まで

に指定した企業者については、なお従前の例による。 
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第１２号議案 

   白石市東日本大震災復興基金条例を廃止する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市東日本大震災復興基金条例を廃止する条例 

 白石市東日本大震災復興基金条例（平成２４年白石市条例第２号）は、廃

止する。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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第１３号議案 

   しろいしSun Park基金条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   しろいしSun Park基金条例 

 （設置） 

第１条 しろいしSun Parkの整備に充てるため、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２４１条第１項の規定に基づき、しろいしSun Park基金（

以下「基金」という。）を設置する。 

２ 前項に規定するもののほか、銀行その他の金融機関に保険事故（預金保

険法（昭和４６年法律第３４号）第４９条第２項に規定する保険事故をい

う。以下同じ。）が発生した場合において、第８条第１項に定める相殺を

することにより、これを本市の債務の償還に充てることができる。 

 （定義） 

第２条 この条例において「しろいしSun Park」とは、次に掲げるものをい

う。 

 (１) 白石市農産物等販売施設条例（令和２年白石市条例第２３号）第２

条第１項の規定により設置された白石市農産物等販売施設 

 (２) 白石市子育て支援・多世代交流複合施設条例（令和元年白石市条例

第７号）第２条第１項の規定により設置された白石市子育て支援・多世

代交流複合施設 

 (３) 前２号の施設に付随する設備、駐車場等であって、市が所有するも

の 

 （積立て） 

第３条 基金として積み立てる額は、当該年度の予算で定める額の範囲内の

額とする。 

 （管理） 

第４条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な

方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代え

ることができる。 

 （運用益金の処理） 

第５条 基金の運用から生ずる収益は、白石市一般会計歳入歳出予算に計上

して、この基金に編入するものとする。 
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 （処分） 

第６条 市長は、第１条に規定する目的を達成するため必要な財源に充てる

場合に限り、基金の全部又は一部を処分することができる。 

 （繰替運用） 

第７条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、

期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用す

ることができる。 

 （基金に属する現金の保全） 

第８条 市長は、第４条第１項の規定により基金に属する現金を預金として

管理している場合において、当該預金を受け入れている銀行その他の金融

機関に保険事故が発生したときは、予算の定めるところにより、当該預金

に係る債権と当該金融機関に対する本市の債務との相殺をすることができ

る。 

２ 前項に規定する相殺をした場合には、予算の定めるところにより、相殺

をした金額を当該基金に積み立てなければならない。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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第１４号議案 

   白石市景観条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市景観条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるとともに、市の景観形成に関し基

本となる事項等を定めることにより、本市の良好な景観を守り育むことで

、市民らが愛着と誇りを感じ、来訪者の心に残る景観の保全及び創造を図

ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

 (１) 建築物 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に

規定する建築物をいう。 

 (２) 工作物 建築物以外の工作物のうち、規則で定めるものをいう。 

 （市の責務） 

第３条 市は、景観形成を促進するための総合的な施策を策定し、これを計

画的に実施しなければならない。 

２ 市は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、市民及び事業者の意見

が反映されるよう努めなければならない。 

３ 市は、市民及び事業者に対し、景観形成に関する知識の普及及び意識の

啓発を図るため、情報提供その他必要な施策を講じなければならない。 

 （市民の責務） 

第４条 市民は、自らが景観形成の主体であることを認識し、本市の良好な

景観の形成に積極的な役割を果たし、市が実施する景観形成に関する施策

に協力するよう努めなければならない。 

 （事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動が景観形成に大きな影響を与えることを認

識し、本市の良好な景観の形成に自主的に取り組み、市が実施する景観形

成に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

 （景観計画の策定） 

第６条 市は、法第８条第１項の規定に基づく景観計画（以下「景観計画」
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という。）を策定するものとする。 

２ 市は、景観計画を策定し、又は変更しようとするときは、法第９条の規

定によるほか、白石市都市計画審議会（白石市都市計画審議会条例（昭和

４５年白石市条例第７号）第１条に基づき設置する白石市都市計画審議会

をいう。以下「審議会」という。）の意見を聴かなければならない。 

３ 前項の規定は、規則で定める軽微な変更については、適用しない。 

 （景観計画への適合） 

第７条 景観計画の区域内において法第１６条第１項各号に掲げる行為をし

ようとする者は、当該行為を景観計画に適合させなければならない。 

 （届出を要する行為） 

第８条 法第１６条第１項の規定による届出の対象となる行為（同項第４号

の規定により条例で定める行為を含む。）は、次に掲げる行為とする。 

 (１) 建築物の新築、増築、改築若しくは移転又は外観を変更することと

なる修繕若しくは模様替又は色彩の変更 

 (２) 工作物の新設、増築、改築若しくは移転又は外観を変更することと

なる修繕若しくは模様替又は色彩の変更 

 (３) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に規定す

る開発行為 

 (４) 土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の変更 

 (５) 木竹の植栽又は伐採 

 （届出を要しない行為） 

第９条 法第１６条第７項第１１号に規定する条例で定める行為は、良好な

景観の形成に支障を及ぼすおそれがない行為として規則で定める行為とす

る。 

 （特定届出対象行為） 

第１０条 法第１７条第１項に規定する条例で定める行為は、法第１６条第

１項第１号及び第２号に掲げる行為で、規定に基づき届出を要する行為の

全てとする。 

 （事前協議） 

第１１条 法第１６条第１項又は第２項の規定による届出を行おうとする者
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は、当該届出を行う前に、当該行為の計画について規則で定めるところに

より、市長と協議するよう努めなければならない。 

 （行為の中止、廃止又は完了の届出） 

第１２条 法第１６条第１項又は第２項の規定による届出をした者は、当該

届出に係る行為を中止、廃止又は完了したときは、遅滞なく、規則で定め

るところにより、市長にその旨を届け出なければならない。 

 （助言又は指導） 

第１３条 市長は、法第１６条第１項又は第２項の規定による届出があった

場合において、当該届出に係る行為が景観計画に適合しないものであると

認めるときは、当該行為をしようとする者又はした者に対し、必要な措置

を講ずるよう助言し、又は指導することができる。 

 （勧告又は変更命令等に係る手続き） 

第１４条 市長は、法第１６条第３項の規定による勧告、法第１７条第１項

若しくは第５項の規定による命令又は前条の助言若しくは指導を行う場合

において必要があると認めるときは、審議会の意見を聴くことができる。 

 （公表） 

第１５条 市長は、法第１６条第３項の規定による勧告、法第１７条第１項

又は第５項の規定による変更命令を受けた者が正当な理由なくこれに従わ

ないときは、規則で定めるところにより、当該勧告又は変更命令を受けた

者の氏名等を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定による公表を行おうとするときは、当該勧告又は変

更命令を受けた者に対して、あらかじめその旨を通知し、意見を述べる機

会を与えなければならない。 

 （公共事業における景観配慮） 

第１６条 国の機関又は地方公共団体が行う行為については、第８条の届出

をすることを要しない。この場合において、当該国の機関又は地方公共団

体は、法第１６条第１項の届出を要する行為をしようとするときは、あら

かじめ、法第１６条第５項の規定に基づき市長にその旨を通知しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項後段の通知があった場合において、良好な景観の形成のた
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め必要があると認めるときは、その必要な限度において、当該国の機関又

は地方公共団体に対し、景観計画に定められた当該行為についての制限に

適合するようとるべき措置について協議を求めることができる。 

３ 第９条の規定は、第１項の通知について準用する。 

 （委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、令和３年７月１日から施行する。ただし、第１１条の規定は

公布の日から施行する。 
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第１５号議案 

   未来を拓く学校教育充実化条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   未来を拓く学校教育充実化条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、本市における学校教育の基本理念を定め、市長並びに

市教育委員会及び学校の責務を明らかにするとともに、学校教育に関する

重点施策その他の基本的事項を定めることによって学校教育の充実化を図

り、もって自ら未来を切り拓き、社会を生き抜く力を持った児童等を育成

することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

 (１) 学校 学校教育法（昭和２２年３月３１日法律第２６号）第１条に

規定するもののうち、白石市立の小学校及び中学校をいう。 

 (２) 児童等 白石市立小学校及び中学校に在籍している者をいう。 

 （基本理念） 

第３条 市は、全ての児童等が安心して教育を受けることができる環境をつ

くり、人口減少、グローバル化、情報化の進展等急激かつ不確実な社会の

転換期にあって、変化に柔軟に対応して自ら未来を切り拓き、社会を生き

抜く力を身に付け、高い志を持って可能性に挑戦することができる児童等

を育成する。 

 （市長及び教育委員会の役割分担） 

第４条 市長及び市教育委員会は、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律（昭和３１年法律第１６２号。以下「地方教育行政法」という。）第２

１条及び第２２条に規定する職務権限に基づく適切な役割分担の下に、基

本理念（第２条に掲げる基本理念をいう。以下同じ。）にのっとり、協力

して学校教育の充実化を図るものとする。 

 （市長の責務） 

第５条 市長は、基本理念にのっとり、学校教育の充実化を図るための施策

を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 学校教育の充実化は、次に掲げる事項を旨として行わなければならない

。 
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 (１) 児童等の個性の尊重 

 (２) 保護者及び地域社会との連携 

３ 市長は、学校教育の充実化に関する事項について市民に対する説明責任

を果たすとともに、学校教育の充実化に関する情報を積極的に提供するよ

う努めなければならない。 

 （教育委員会の責務） 

第６条 市教育委員会は、基本理念にのっとり、教育大綱（地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１条の３に規

定する大綱をいう。）を尊重して市の実情に応じた教育振興基本計画（教

育基本法第１７条第２項に規定する計画をいう。）を策定し、その実現に

努める責務を有する。 

 （学校の責務） 

第７条 学校は、基本理念にのっとり、市の実情に応じて創意工夫した特色

ある学校教育を体系的かつ組織的に行うとともに、学校教育全体について

絶えず見直し及び改善に努める責務を有する。 

 （重点施策） 

第８条 市長は、基本理念にのっとり、学校教育の充実化を図るため、次に

掲げる施策を重点的に実施する。 

 (１) 全ての児童等が義務教育の段階における普通教育に相当する教育を

受ける機会の確保 

 (２) 児童等が自己の目的を実現し、社会を自立的に生きる力を培うため

の学力向上 

 (３) 児童等がグローバル化に対応するための国際理解教育及び外国語教

育の充実 

 (４) 児童等が情報化社会に対応するための情報教育の充実及びＩＣＴ環

境の整備 

 (５) 児童等が社会性を育むために必要な学校環境の整備及び規模の適正

化 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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第１６号議案 

   白石市介護保険条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市介護保険条例の一部を改正する条例 

 白石市介護保険条例（平成１２年白石市条例第１４号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から

令和５年度まで」に改め、同項第１号中「３２，４００円」を「３３，６０

０円」に改め、同項第２号及び第３号中「４８，６００円」を「５０，４０

０円」に改め、同項第４号中「５８，３２０円」を「６０，４８０円」に改

め、同項第５号中「６４，８００円」を「６７，２００円」に改め、同項第

６号中「７７，７６０円」を「８０，６４０円」に改め、同項第７号中「８

４，２４０円」を「８７，３６０円」に改め、同項第８号中「９７，２００

円」を「１００，８００円」に改め、同項第９号中「１１０，１６０円」を

「１１４，２４０円」に改め、同条第２項中「令和２年度」を「令和３年度

」に、「１９，４４０円」を「２０，１６０円」に改め、同条第３項中「令

和２年度」を「令和３年度」に、「１９，４４０円」を「２０，１６０円」

に、「３２，４００円」を「３３，６００円」に改め、同条第４項中「１９

，４４０円」を「２０，１６０円」に、「４５，３６０円」を「４７，０４

０円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の白石市介護保険条例の規定は、令和３年度分の

介護保険料から適用し、令和２年度以前の年度分の介護保険料については

、なお従前の例による。 
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第１７号議案 

   白石市精神障害者小規模通所授産施設条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和３年２月１７日 

白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市精神障害者小規模通所授産施設条例の一部を改正する条例 

 白石市精神障害者小規模通所授産施設条例（平成１６年白石市条例第５６

号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   白石市障害者地域活動支援センター条例 

 第１条中「白石市精神障害者小規模通所授産施設」を「白石市障害者地域

活動支援センター」に改める。 

 第２条第１項を次のように改める。 

第２条 在宅の障害者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第４条第

１項に規定する障害者をいう。以下同じ。）に対し、通所により各種のサ

ービスを提供するとともに、その家族の身体的、精神的な負担を軽減し、

障害者福祉の向上を図るため、法第５条第２７項に規定する施設として、

白石市障害者地域活動支援センター（以下「センター」という。）を設置

する。 

 第２条第２項表以外の部分中「通所授産施設」を「センター」に改め、同

項の表を次のように改める。 

名称 位置 

白石市障害者地域活動支援センター

ポプラ 

白石市福岡蔵本字茶園６２番地１ 

白石市福祉作業所やまぶき園 白石市南町一丁目３番３７号 

 第３条から第５条までの規定中「通所授産施設」を「センター」に改める

。 

 第６条第１号中「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号）」を「法」に改め、同条第２号中「通

所授産施設」を「センター」に改める。 

 第７条中「通所授産施設」を「センター」に改める。 

 第８条中「通所授産施設」を「センター」に、「住所を有す精神障害者で

」を「住所を有する障害者であって」に改める。 

 第９条、第１０条及び第１２条中「通所授産施設」を「センター」に改め
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る。 

 第１３条中「別に」を「規則で」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （白石市福祉作業所条例の廃止） 

２ 白石市福祉作業所条例（平成１６年白石市条例第５５号）は、廃止する

。 

 （経過措置） 

３ この条例の施行の際現に改正前の白石市精神障害者小規模通所授産施設

条例第９条第１項の規定による承認及び白石市福祉作業所条例第９条第１

項の規定による承認を受けている者は、改正後の条例第９条第１項の承認

を受けた者とみなす。 
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第１８号議案 

   第六次白石市総合計画基本構想及び基本計画の策定について 

第六次白石市総合計画基本構想及び基本計画を別冊のとおり策定したいの

で、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第２項及び白石市議会

基本条例（平成２６年条例第３４号）第１５条の規定により、議会の議決を

求める。 

  令和３年２月１７日 

                    白石市長 山 田 裕 一 

-65-


